
 

令和２年５月１１日 

内閣府（防災担当） 

 

 

 

 
 

火山防災対策会議（第１１回）の 
書面開催について 

 

 

火山防災対策会議（第１１回）につきまして、国内における最近の新

型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染拡大の防止という観点か

ら、書面による開催といたします。 

 

記 

１ 議 題 

・火山防災対策関係予算について 

令和２年度における火山防災対策関係予算 

令和３年度概算要求の進め方 

・最近の火山防災対策の取組状況について 

・大規模噴火時の広域降灰対策について 

・火山防災に係る調査企画委員会からの報告 

   降灰の現地調査の連携・データ共有 

 

２ 資 料 

・別紙のとおり 
 

３ 掲載場所 

  内閣府「防災情報のページ」にて公表 

  「火山防災対策会議」 

   http://www.bousai.go.jp/kazan/taisakukaigi/index.html 

 

 

 

＜本件問合せ先＞ 

  内閣府政策統括官（防災担当）付 

参事官（調査・企画担当）付 

   参事官補佐  石井 陽 

主   査  鎌田 林太郎 

電話：０３－３５０１－５６９３ 

FAX ：０３－３５０１－６８２０ 



別 紙 

 

 

資料１－１ 令和２年度予算における火山防災対策関係予算総括表 

資料１－２ 令和２年度予算における火山防災対策関係予算の概要 

資料１－３ 令和２年度予算における火山防災対策関係予算（分類別の概要） 

資料１－４ 関係機関の施策・研究の連携のための令和３年度概算要求に向けて（案） 

資料２－１ 最近の火山防災対策の取組状況 

資料２－２ 最近の火山防災対策の取組状況（分類別の概要） 

資料３   大規模噴火時の広域降灰対策 

資料４－１ 降灰の現地調査の連携・データ共有について 報告 

資料４－２ 降灰の現地調査の連携・データ共有について 報告の参考資料 

資料４－３ 降灰の現地調査の連携・データ共有について 報告の概要 

参考資料１ 大規模噴火時の広域降灰対策について ―首都圏における降灰の影響と対策― 

 ～富士山噴火をモデルケースに～（報告） 


